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背景

2040年：現在よりも多くの人材・人員を要する
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2023年
骨太の方針



オンラインを用いた技術：各段階と考え方（吉村まとめ）
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保険診療 自由診療

ルール厳 ルール緩

受診勧奨 健康相談
各種ヘルスケア
サービス

産業保健など

診療報酬
改定

オンライン診療指針

健康疾病



医療提供の「場」のシフト(吉村まとめ)

急性期疾患 慢性期疾患

入院治療 生活の場での診療
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入院診療

外来対面診療

往診・在宅診療

オンライン診療

病院 生活の場クリニック

クリニックの役割
＝対面＋オンライン＋在宅
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都道府県により、
CBT提供に大きな差がある

出典：第1回～3回NDBオープンデータ 精神科専門療
法、総務省統計局人口統計データ（2015年）

人口10万人あたり

認知行動療法 : 都道府県別算定回数（2014－2016年度合計）

総算定回数：131,764回
要件を満たした精神保健指定医が実施：500点

それ以外の医師による場合：420点

人口10万人あたりの平均算定回数：104回



オンラインを用いた
認知行動療法の先行研究

研究目的 うつ・不安症に対する

オンライン認知行動療法と
インターネット相談サービス
組み合わせた治療の評価

対象患者 704名（18歳〜75歳）を３群比較：ランダム化比較試験

３群で比較 ①オンライン認知行動療法群
②オンライン認知行動療法群＋相談サービス
③通常診療群

介入技術 CCBT:10分間のビデオ紹介と50分間の双方向セッション
IS：スマートフォン等で利用する治療者への相談サービス

結果の概要 CCBT群およびCCBT+ISG群は通常診療群と比べて
６ヶ月後のQoL尺度および疾患特異的尺度が改善

C. Henderson et al To examine the costs and cost effectiveness of telehealth in addition to 

standard support and treatment, compared with standard support and treatment. BMJ 2013 
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オンライン診療を用いた
認知行動療法の臨床研究：千葉大学



8オンラインの方が「治療継続がする」



抑うつ障害群

外来通院患者
抑うつ障害群
不安症群

強迫症および関連障害群

合計200名
疾患各群40-80名

抑うつ障害群

不安症群

不安症群

強迫症および関連症群

強迫症および関連症群

オンライン診療併用群

対面診療群

患者レベルでの
1対1無作為化
割り付け

通常の治療を継続

Baseline Week 12 Week 24

グループ全体
の評価項目とし

て

SF36MCS

脱落率
治療同盟
満足度
コスト

HAMD

HAMA

YBOCS

HAMD

HAMA

YBOCS

ePRO, electronic patient reported outcome; HAMA, Hamilton Anxiety Rating Scale; HAMD, Hamilton Depression Rating Scale; SF36MCS, MOS 36-Item 
Short-Form Health Survey Mental component summary; YBOCS, Yale–Brown Obsessive Compulsive Scale

自記式検査ではePROの活用
中央評価を使った遠隔評価

研究概念図

岸本泰士郎先生らの臨床研究：AMED
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2020年4月10日医政局・医薬局
事務連絡

時限的・特例的措置 初診から電話等でＯＫ

初診214点・再診点73＋管理料147点の算定が可能
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2020年11月2日 厚生労働省 公表資料

諸外国の状況・エビデンスも参考にして検討
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2023年3月
最終改定

全31ページ
ご一読ください！



オンライン診療「前向き・慎重」意見吉村まとめ

１．前向きな立場

【医療提供側】

・世界中で通常に実施している

・有効性安全性の科学的根拠あり

・診療の選択肢が増える

・新規患者の獲得ができる

⇒意見：高い診療報酬が必要

【保険者側】

・診療報酬を付けるに値する

２．慎重な立場

【医療提供側】

・有効性と安全性に不安

・不適切利用が横行する

・診療業務フローが変わる

・設備投資と職員研修が必要

・新患の集患力が低下

⇒意見：高い診療報酬は不要
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中医協での「紛糾」：「公益裁定」
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①「初診」新設 ②管理料20種類

③「1割以下」「30分ルール」撤廃

令和４年度改定



令和4年診療報酬改定に伴う変更点まとめ

1) 電話不可の「初診」新設

2) 「1割以下」「30分ルール」規制撤廃

3) 管理料20種類に拡大

ただし「精神・救急」は除く

4) 対面の「87％」で算定原則

ここまでは少しずつ前進・実装されてきた
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「オンライン精神療法指針」内容の問題（吉村まとめ）

• 本指針の目的

「（オンライン）精神療法を実施するための環境の整備を進

め、もって（中略）適正かつ幅広い普及に資すること」

→実際は真逆

• オンライン精神療法について、両論併記の形をとりながら
結論としては「（現実には）実施できない」という内容と結
論。

例えば

・「オンライン精神療法を実施した場合、原則として（中略）実施
した医師自らが、速やかに対面診療を実施」

「時間外や休日にも医療を提供できる体制において実施され
ること」

→対面診療でもそのようにされていない。

・「初診精神療法をオンライン診療で実施することは行わない」
と「禁止令」である。
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まとめ：abstract
1. 精神科の提供は地域差がある

ICTを活用する必要がある

2. オンライン精神療法には十分なエビデンスが

あり、一部は公的保険でもカバーされている

3. COVID-19の感染拡大に伴い、

日本では規制が緩和・実装がすすんだ

4．オンライン精神科診療を進めるにあたり、

日本国内では未だ賛否がある

18

精神科患者・ユーザーが取り残されないように


